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「電気通信サービス利用者懇談会」 提言の実施状況 １

電気通信サービスに精通し、適切な助言が行え

る者の育成 総務省後援の運用方針を公表（資料１）

改正済（Ｈ21.7）（資料２）

適合性の原則を推奨する同ガイドラインの改正

帯域制御を契約締結時の説明事項に追加する消

費者保護ガイドラインの改正

1

広告表示に関する自主基準等見直し、体制の在

り方等を検討、実施

契約締結前の利用者向け情報提供の在り方

利用者からの問合せ等に適切に対応できるよう、

関連する情報の取扱いにつき検討し、適切に措置

事業者団体の取組参照

契約の解除等の判断基準や条件等を明確化

複数契約の解除について利用者へ注意喚起等を

実施

契約締結時の説明義務等の在り方

事業者団体の取組参照

事業者団体の取組参照

契約解除の手続等を契約時の説明事項に追加す

る事業法施行規則の改正

契約締結後の対応の在り方

契約解除等の民事効規定の事業法への創設

改正済（Ｈ21.7） （資料２）

事業者団体の取組参照

事業者団体の取組参照

今後も継続して検討

事業者団体の取組参照

分かりやすい料金体系の策定

利用者にとって分かりやすい説明を心掛ける



「電気通信サービス利用者懇談会」 提言の実施状況 ２

電気通信消費者相談センターに消費生活センターとのホットラインを

設置、トラブルに関する情報をＨＰ掲載（資料４）

地方版の「電気通信消費者支援連絡会」（行政・消費生活センター・

事業者等）を開催（資料３）

責任分担モデルに基づいた対応の在り方を検討

2

苦情・相談体制の整備状況や運営状況の明確化、

苦情・相談窓口の設置の検討

苦情処理・相談体制の在り方

事業の休廃止に係る利用者への事前周知義務

の注意喚起等を検討

地方において、行政、消費生活センター、事業者

等の関係者による情報・意見交換の場を設置

自主的なＡＤＲ設置を検討

相談窓口について、二次窓口としての役割や、消

費生活センター等への情報提供等の役割を強化

ＩＰネットワーク推進フォーラムのＩＰ電話等を中心とした責任分担モデ

ルに関する第１次報告書を取りまとめ（Ｈ21.4）（資料５）

事業者団体の取組参照

多数の主体が関係する場合の利用者保護の検

討のフォローアップ等

紛争処理機能の在り方

紛争処理委員会の紛争処理機能の強化 事業者とコンテンツ配信事業者等の紛争を、紛争処理委員会の対象

とする事業法改正案が審議中（資料６）

届出事業者に、事前周知義務の注意喚起等を実施（資料７）

ＮＴＴ東西の債権保全措置の検証結果を公表、債権保全措置ガイド

ラインの改正（Ｈ21.10）（資料８）

事業者の市場退出に係る利用者利益の確保・向上の在り方

債権保全措置の運用の検証と同ガイドラインの

見直し

利用者への啓発活動の質的・面的拡大

その他

事業者団体の取組参照

事業者団体の取組参照

ｅ－ネットキャラバン、安心ネットづくり促進協議会の取組（資料９）

事業者の設備を用いてサービスを提供する者か

らの相談窓口の充実を図る コンテンツプロバイダ等相談センターを開設（資料６）



○ブロードバンド化やＩＰ化の進展により、サー

ビスの多様化や料金の低廉化が実現。

○各種の電気通信サービスは日常生活や経済活動

に必要不可欠な社会基盤となっている。

利用者に固定通信を含めた電気通信サービス全般に関する助言を行うのに必要な一定の知識を有していること
を認定するために民間団体が実施する検定試験について、総務省が後援する。

○新しいサービスが多数登場、料金の複雑化により、
利用者が自らのニーズに合致したサービス・料金を
的確に選択することが困難になってきている面が
ある。

○広告等により利用者が自ら情報収集する場合でも、
時間的、能力的な限界等があるほか、様々な利害
関係者が存在し、責任分担も複雑化してきている。

電気通信サービスの利用者を取り巻く現状

■ 電気通信サービス利用者懇談会 報告書（抜粋）
電気通信サービスはますます多様化・複雑化しており、利用者がサービスを選択する上で、的確な情報収集が必要となっている。 しかし、利用者が

自ら広告・評判・通信料金比較情報提供サービス等により契約締結前に情報収集するとしても、すべての人が時間的・リソース的・能力的にこれを行う

だけの余裕があるとは限らず、一定の限界がある。
このため、固定電話を含めた電気通信サービス全般について、電気通信サービスに精通し、利用者側に立った適切な助言が行える者の育成の検討

も必要である。

電気通信サービス全般に精通しつつ利用者側に立っ
た助言を行うことができる能力を持つ者の育成を促進す
る必要性がある。

１ 電気通信サービスの利用者への助言者の育成
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■電気通信サービスの利用者への助言者に係る検定試験について、公正中立に実施される場合、総務省がこれを後援。
■電気通信サービス全般に精通する助言者を育成し、電気通信サービスに係るあらゆる場面での選択、判断等を利用者が的確

に行うことに資することを目的とする。
■携帯電話だけでなく、固定通信を含めた電気通信サービス全般の幅広い基礎的な知識問うものである。

○ 平成２１年４月２４日 「電気通信サービスの利用者への助言者に係る検定試験に対する総務省後援の運営方針」を公表
○ 平成２２年２月２８日 第１回テレコムアドバイザー検定試験を実施（実施者：社団法人全日本電気通信サービス取引協会）

総務省後援の趣旨

実施状況

１－２ 電気通信サービスの利用者への助言者の育成（総務省後援）

助言者

検定試験
主催団体

総務省
利用者
（家族）

利用者から提供さ
れた個人情報を適
切に管理する。

運用方針を策定・公表

検定試験に係る総務省後援のイメージ

後
援 利用者

（単身者）
・学生や若年者を対象とした割
引サービス等の紹介

・賃借している集合住宅で加入
しているＣＡＴＶでのインター
ネット接続サービスのセット契
約を紹介

・固定電話と携帯電話間の家
族間割引サービスの活用

・自宅の回線敷設状況に応じ
たインターネット接続サー
ビスの紹介

利用者の世帯構成・用途・
予算に応じた助言（例）

検定試験実施

○検定試験の内容(特定の事業者等に偏らない)
・電気通信サービスに関する基礎的な知識
・料金・提供条件に関する基礎的な知識
・世帯構成・用途・予算に応じて適切な料金及びサービスを
提案するための基礎的な知識

・端末機器等に関する基礎的な知識
・アプリケーションやコンテンツに関する基礎的な知識
・安心・安全な利用等に関する基礎的な知識
・個人情報の適正な取扱に関する基礎的な知識
・関係法令及びガイドラインの基礎的な知識 等
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２ 契約締結時の説明事項に契約解除手続を追加(施行規則改正)

■ 説明すべき事項（電気通信事業法施行規則第22条の2の2第3項）
○ 電気通信事業者（及び代理店等）の名称等
○ 電気通信事業者（及び代理店等）の問い合わせ連絡先（電話窓口の場合は受付時間も含む。）
○ 電気通信サービスの内容 ○ その利用者に適用される料金、経費
○ 無料キャンペーン等の適用期間等の条件 ○ 消費者からの申出による契約変更及び解除条件等
○ 消費者からの申出による契約の変更又は解除の連絡先及び方法

■ 電気通信サービス利用者懇談会 報告書 提言の要旨

総務省は、契約解除の手続等を契約締結時の説明事項に追加すべく、電気通信事業法施行規則の改正を検討すること。

5

現行の説明義務の対象となる説明事項に、契約の解除に関する問合せ連絡先及び方法を新たに規定する（電気通信
事業法施行規則改正）ことにより、契約解除の際の手続等が分かりづらいことにより発生するトラブルの防止を図る。

⇒ 平成２１年７月７日、電気通信事業法施行規則を一部改正、電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガ
イ ドラインを改正

（参考）電気通信事業法
（提供条件の説明）
第２６条 電気通信事業者及び電気通信事業者の電気通信役務の提供に関する契約の締結の媒介、取次ぎ又

は代理を業として行う者は、電気通信役務の提供を受けようとする者（中略）と国民の日常生活に係るも
のとして総務省令で定める電気通信役務の提供に関する契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理を
しようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該電気通信役務に関する料金その他の提供条件
の概要について、その者に説明しなければならない。



ユーザはＩＳＰ（Ａ社）に申込みを行うだけで、イン
ターネットの利用が可能になる。
（ＡＤＳＬ（Ｂ社）、ＩＰ電話（Ｃ社）へはＩＳＰが取り次

ぎを行い、それぞれユーザと契約が結ばれること
になる。）

加入時

ＩＳＰへ契約申込み
⇒ 回線の利用も可能に

ＩＳＰ（Ａ社）

ＡＤＳＬ（Ｂ社）

ＩＰ電話（Ｃ社）

インターネットを解約する際は、ユーザは、自らで
すべての解約申込みを行う必要がある。

解約時

ＩＳＰ（Ａ社）ＩＰ電話（Ｃ社）

解約申込み

解約
申込み

解約申込み

（参考）一括加入だが個別解約となる複数契約（インターネット契約の例）

ＡＤＳＬ（Ｂ社）
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２－２ 契約締結時の説明事項の改正等

その他の主な改正事項
○ 省令改正

⇒ 契約締結時に提供条件の説明の対象となる電気通信サービスとしてＢＷＡ（広帯域移動無線アクセスシステム
）を追加

⇒  契約締結時の提供条件の説明事項として、青少年インターネット環境整備法に基づく「青少年有害情報フィル
タリングサービス」の利用を明確化

○ ガイドライン改正
⇒ メタル回線で単機能電話端末では可能であった局給電による緊急通報が、アクセス回線の光化の進展や多

機能電話端末の普及によって、停電時に不可能となることがある場合には、その旨を説明

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨
総務省は、帯域制御を契約締結時の説明事項に追加すべく、消費者保護ガイドラインの改正を検討すること。
総務省は、適合性の原則（利用者の特性に応じた勧誘）を推奨すべく、消費者保護ガイドラインの改正を検討すること。

■ 電気通信サービス利用者懇談会 報告書（抜粋）
（帯域制御）

インターネット上のトラフィックの急増に対応するために、例外的に帯域制御を実施。
現在の制度上も「提供される電気通信役務の内容」として契約締結時に説明が必要とされているため、消費者保護ガイドラインで明示が必要。

（適合性の原則）
高齢者への電気通信サービスの勧誘に際して、日常生活に通常必要としないサービスの勧誘、内容が分からないまま契約するトラブルが生じている
ケースがある。
勧誘に関する状況を踏まえ、まずは、消費者保護ガイドラインを改正し、未成年者だけでなく、高齢者等を含めて、一般的に、知識、経験等の利用者の
特性に応じた勧誘を行うことを推奨することが適当。

、契約締結時における提供条件の説明事項である「電気通信役務の利用に関する制限」に該当する場合として、帯域
制限を行う場合を明確化。また、高齢者への電気通信役務の契約の勧誘、契約締結時に当たっては、電気通信サー
ビスに関する知識・経験等を考慮した望まれる説明の在り方について記載。

⇒ 平成２１年７月７日、電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイ ドラインを改正
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３ 地方版「電気通信消費者支援連絡会」の概要

○電気通信消費者支援連絡会

(地方版)の開催、相談事例の紹介

平成20年度、近畿、東海、九州局で先行実施

平成21年度、全地方局で支援連絡会を実施

◎消費生活センター・事業者への情報提供、
消センへの相談支援

（総合通信局等）
消費生活センター

(都道府県、市区町村)

電気通信事業者等
○電気通信消費者支援連絡会の

定期開催

○電気通信消費者支援連絡会

(地方版)開催への支援

◎行政・電気通信事業者等への

情報提供、対応要請

○業務改善に向けての自主的な

取組みの検討・実施

◎行政・消センへの情報提供

◎消費生活センター窓口の整備

（総務本省）

関係者間による

利用者保護施策の
一体的推進

消費者行政への展開

（凡例） ○電気通信消費者支援連絡会関係、◎通常時の連携

○相談の多い事例の紹介と

対応要請
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行政

■ 電気通信サービス利用者懇談会 報告書 提言の要旨

総務省は、各地方において、行政、消費生活センター、電気通信事業者等の関係者による定期的な情報・意見交換の場を設置すること。



３－２ 地方版消費者支援連絡会の開催状況

総合通信局等 平成２０年度 平成２１年度「第１回」 平成２１年度「第２回」 備考

北海道
総合通信局

―
平成２１年１１月４日

消セン等１０名 事業者１６名
平成２２年３月１９日

消セン等９名 事業者１５名

東北
総合通信局

―
平成２１年６月３０日

消セン等１０名 事業者１６名
平成２２年１月２０日

消セン等７名 事業者１７名

関東
総合通信局

―
平成２１年１０月７日

消セン等２０名 事業者２２名
平成２２年２月１７日

消セン等１６名 事業者２４名

信越
総合通信局

―
平成２１年８月２７日

（新潟）
消セン等９名 事業者１５名

平成２１年１２月３日
（長野）

消セン等９名 事業者１３名

出席者の利便を考慮し、長野と新潟の２カ所
で開催。

北陸
総合通信局

―
平成２１年４月２３日

消セン等１０名 事業者１１名
平成２１年１１月１２日

消セン等１１名 事業者１８名

東海
総合通信局

平成２１年３月1７日
（名古屋）

消セン等１４名 事業者２０名

平成２１年５月２６日
（静岡）

消セン等１０名 事業者１７名

平成２１年１１月２５日（名古屋）
消セン等１３名 事業者１９名
平成２１年１１月２７日(静岡)
消セン等８名 事業者１８名

出席者の利便を考慮し、また経済圏が異なり、
距離も相当あることから、名古屋と静岡の
２カ所で開催。

近畿
総合通信局

平成２１年３月５日
消セン等１７名 事業者１９名

平成２１年１０月１５日
（兵庫）

消セン等３１名 事業者２４名

平成２２年３月１１日
消セン等１９名 事業者１９名

２１年度第１回会合は、兵庫県からの要望も
あり、オブザーバとして県内１７消費生活セン
ターからも参加を得て、神戸市で開催。

中国
総合通信局

―
平成２１年９月１１日

消セン等１３名 事業者１９名
平成２２年３月４日

消セン等１１名 事業者２３名 中国局、四国局で連続した日付で開催するこ
とにより、東京からの出席者が、連続して２局
とも出席可能となるよう措置。四国

総合通信局
―

平成２１年９月１０日
消セン等５名 事業者２０名

平成２２年３月３日
消セン等７名 事業者２２名

九州
総合通信局

平成２１年３月２７日
消セン等６名 事業者１５名

平成２１年１０月８日
消セン等１１名 事業者１５名

平成２２年３月１８日
消セン等１１名 事業者１７名

出席者の利便を考慮し、交通の便のよい福
岡で開催。

沖縄
総合通信事務所

―
平成２１年７月２８日

消セン等３名 事業者８名
平成２２年２月１９日

消セン等２名 事業者１１名
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10

（参考）平成22年度消費者支援連絡会（地方版）の主な開催方針

基本的な考え方

１ 開催回数
平成22年度において複数回（２回程度）の開催

２ 構成員
総合通信局等、学識経験者、消費生活センター、消費者団体、電気通信事業者及び電
気通信業界団体（構成は地方局の判断）

３ スケジュール
平成22年６月末までに関東局が開催、その後その他の局が７～９月中旬までの間に開
催。第２回目は10月～11月上旬までに関東局が開催し、その後他局が開催。
（参考）
・新規サービスの開始、トラブル事例の多い関東局で先駆けて実施することにより、先行局で生じている課題、
問題点、事業者対応などを他局の支援連絡会に情報提供

・連絡会参加が困難であった市町村レベルの消費生活センターへの情報提供も、平成22年度から実施予定

４ 共通テーマ
業界団体とも連携し、「おサイフケータイ®（ＦｅｌｉＣａ）」 「電気通信サービスにおける利用
者利益の確保・向上に向けた取組の推進」 「ＦＴＴＨ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶサービスの概要」
などの情報も提供

５ 消費生活センター側からの情報提供
事業者側からの要望により、平成22年度から消費生活センターによる情報提供を要請
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４ 相談の二次窓口、情報提供等の役割の強化

消費者相談センターホットラインの受付状況

消費生活センターからの問い合わせは増加。

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

総務省は、現在の相談窓口について、相談の二次窓口としての役割や、消費生活センター等への情報提供等の役割の強化を検討すること。
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

○主な照会事項（平成２１年度）

・架空・不当請求に対する対処法
・届出事業者照会（出会い系サイトなど）
・携帯電話契約時のトラブルに係る照会
・第２世代携帯電話終了に係る照会
・高額パケット通信料金トラブル
・携帯電話機能
・その他（ＮＨＫ受信料関係、ＣＡＴＶ関係、
ネットオークション関係など）

※平成２１年度については、平成２２年２月末までの問い合わせ件数



４－２ 相談の二次窓口、情報提供等の役割の強化

情報提供

①平成２１年１２月１８日に「電気通信サービスに関するトラブルの現状－冬休み、海外

旅行などで、電気通信サービスのトラブルにあわないようにするために－」と題し、特に冬休み、年末年始の
休暇中に、電気通信サービスのトラブルにあわないようにするための事例を整理し、
情報提供。
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/22792.html

②平成２２年３月１８日に、消費者庁と連携して「携帯電話の契約時のトラブルと消費者
へのアドバイス－携帯電話端末の価格・代金の支払方法、オプションサービス契約の注意等－」と題し、携帯電
話の新規契約が増加する新年度を控え、トラブルにあわないようにするための事例を
整理し、注意喚起。
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/26635.html

③平成２２年３月１７日に、（独）国民生活センターの依頼により「電気通信分野におけ
る総務省の消費者行政への取組」について、国民生活センター相談部及び生活相談
員に対し講演。
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５ IP化時代の通信端末の実現に向けた責任分担の検討

現状のトラブル解決の枠組みが機能しないケースが出現

接続性の向上
利便性の向上

多様な連携サービスの登場

多様な端末が様々なネットワークに接
続、連携して新しいサービスを実現

多数の事業者や端末メーカ等の相互連
携により多様なサービスが実現

ユーザーＩＤで様々な端末が自分の端末に変化
ソフトウェアのダウンロードによりサービスや
機能が自在に変化

ＩＰ網 ＩＰ網

どこでもOK！
マイ端末

ＩＰ網

ＩＰ化時代の通信端末

• 次世代ＩＰネットワーク推進フォーラムにおいて、責任分担モデルの在り方について検討。

・ＩＰ電話サービスを中心とした責任分担モデルについて１次報告書をとりまとめ（平成21年4月）

・映像配信サービス等を中心とした２次報告書をとりまとめ予定（平成22年4月目途）

コンテンツ
事業者

ＩＰ網

ＮＷ事業者 ＮＷ事業者

• 業界団体において、責任分担モデルに基づいた対応の在り方について検討

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

多数の主体が関係する場合の利用者保護について、総務省は、次世代ＩＰネットワーク推進フォーラムの検討の進展を見守り、フォローアップすること。

13



（参考）端末の責任分担モデル策定の方向性

オープンなネットワークの提供により、電気通信サービスの多様化、高度化、
多機能化が実現。今後ネットワークのＩＰ化の進展により、この傾向は一層
強まるものと想定。

サービスの多様化

利用者から見て、問題発生時に何が原因か、もしくは問題かどうかすら分かり
難い事象が発生。

問題発生箇所の多様化

ネットワークの
ＩＰ化に伴い

サービスが変化

サービスの多様化
に伴い、問題発生

箇所も多様化

リスク及び課題の抽出
関係する主体間の相互関係を整理し、主体別にどのよう
なリスク・課題が発生する可能性があるか、具体的なサ
ービス、利用シーン毎に抽出する。

リスク及び課題に対する解決策の検討
各主体がリスクや課題に対して適正に対応し、安定し
たサービス提供を行うために必要な技術的方策や規定
の方法について検討。

責任分担モデルの検討
標準機器構成、標準的なサービス適用形態でのリスク、課題、解決策のモデル

サービス毎の積み重ね 新サービスへの適用

責任分担が多様化・複雑化・曖昧化
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【現状】
電気通信回線設備を設置せず配信サーバのみを設置して動画、音楽、ゲーム等の多様なコンテンツを利用者に対し提供する事

業者（コンテンツ配信事業者）等は、電気通信回線設備を設置する電気通信事業者から電気通信役務の提供を受け、利用者に対
してサービス提供を行う

→ 当該電気通信役務の提供に係る料金等を巡り、コンテンツ配信事業者等と電気通信事業者との間で紛争が増加

【改正の内容】

コンテンツ配信事業者等は電気通信事業法上の電気通信事業者に該当せず、現行の電気通信事業紛争処理
委員会のあっせん・仲裁手続を利用できない状況

→ 電気通信事業法を改正し、コンテンツ配信事業者等と電気通信事業者との間における電気通信役務の提
供に関する契約を巡る紛争をあっせん・仲裁の対象とする（平成22年通常国会において審議中）

電気通信事業者
（例：移動体通信事業者）

コンテンツ
配信事業者等

●コンテンツ配信事業者等が、コンテンツ配信
事業等を営むに当たって利用すべき電気通信
役務の提供に関する契約

【主な契約内容の例】
・電気通信役務の提供に係る料金 等

電気通信役務の提供

【主な紛争の例】

合意に至らない

電気通信役務の提供に関する契約

６ 電気通信事業紛争処理委員会の紛争処理機能の強化と条件整備等について

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

総務省は、電気通信事業紛争処理委員会の紛争処理機能の強化と条件整備を検討するとともに、電気通信事業者の設備を用いて一般の利用者に
サービスを提供する者からの相談窓口の充実を図るべく検討すること。

15

コンテンツ配信事業者等と電気通信事業者との間の紛争について



６－２ 電気通信事業紛争処理委員会の紛争処理機能の強化

問題の所在

電気通信事業者と、コン
テンツプロバイダ等との
紛争について、相談窓口
の充実を図る必要

•コンテンツプロバイダ等と電気通信事業者との間のＢ２
Ｂ的な紛争※では、紛争が表面化すると電気通信事業者
側から契約が解除される可能性があるなど、コンテンツ
プロバイダ等にとって事業上の莫大な損害となる恐れ
（＝いわゆる「声なき声」）

•これら紛争の解決は、コンテンツプロバイダ等の活性化
を促し、ひいては利用者利便の増進につながる

※例
• ポータルサイトのメニューリストの掲載基準が不明確
• ＧＰＳの仕様が公開されていない
• コンテンツサーバの利用料が高額

16



６－３ 「コンテンツプロバイダ等相談センター」の開設

コンテンツプロバイダ等※１に対する電気通
信事業者の電気通信役務の提供条件や接
続等の条件について、コンテンツプロバイダ
等からの相談等※２を一元的に受ける窓口
を明確化することを目的とする

目的

•電気通信事業者の電気通信役務の提供条件
や接続等の条件に関するコンテンツプロバイ
ダ等からの相談等の受付及び処理

•コンテンツプロバイダ等からの相談等に対す
る情報通信作品振興課その他関係課室との
連絡調整

概要

※１ コンテンツプロバイダ等：コンテンツプロバイダ及びアプリケーションサービスプロバイダ
※２ 相談等:相談、意見及び問い合わせ等

イメージ

コンテンツプロバイダ等
相談センター

コンテンツプロバイダ等 ②相談

③ヒアリング

③必要に応じてヒアリング電気通信事業者

①役務の提供等

•相談等の受付及び処理
•関係課室との連絡調整

総務省総合通信基盤局内に
平成２１年２月２３日から開設
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７ 事業の休廃止に係る利用者への事前周知義務の注意喚起

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

総務省は、事業の休廃止に係る利用者への事前周知義務の注意喚起等を検討すること。
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８ 債権保全措置の運用の検証及び債権保全措置ガイドラインの改正

■以下の内容を追加。

①預託金の預入れ等の要否は、客観的な指標のみに基づいて判断することを求めるものではない。

②財務状況については、可能な限り最新の状況が反映されるように配慮することが望ましい。

③債権保全の目的が達成される限りにおいて、分割による預入れを認めるなど柔軟に対応することが望ましい。

④預託金の預入れ等を求めるに当たっては、金額の根拠や内訳といった基本的事項について、相手先事業者に対し十分な説明を行う
べき。

◎ＮＴＴ東西が実施する債権保全措置の検証結果

（ＮＴＴ東西において改善を検討すべき事項）

①信用評価機関の評点が基準以下であっても、個別事情を勘案する余地を認めること。

②債務超過か否かの判断において、四半期決算等についても判断材料として扱うこと。

③網使用料の預託金等について、事務処理期間を短縮することにより、３か月分に引き下げる選択肢を提供すること。

④ダークファイバ最低利用期間違約金相当額の預託金について、分割での預入れが認められる可能性を十分に説明すること。

⑤預託金の根拠や内訳等について、現行以上に説明を行うこと。

◎ガイドラインの改正

■接続約款認可時の情報通信審議会答申（07年５月）を受けて、ＮＴＴ東西の債権保全措置の実施状況について、運用開始後２年間、ＮＴＴ東西より報告を

受け、総務省において検証を実施。

■09年10月９日、パブリックコメントを経て、検証結果を公表するとともに、ガイドラインを改正。

（検証の結果）

✔実施状況をみると、信用評価機関の評点、債務超過を理由とするものが大半。

✔未払いから協定解除までの期間を短縮することにより、４か月分の網使用料の預託金等の減額が可能。

✔ダークファイバ最低利用期間違約金相当額の預託金が、接続事業者にとって特に大きな負担。

✔ＮＴＴ東西による説明が不十分とする接続事業者の意見（「預託金の詳細が不明瞭」など）。

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

総務省は、債権保全措置の運用の検証と債権保全措置ガイドラインの見直しを含めた検討を行うこと。
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（参考）債権保全措置の実施に至る経緯

こうした事情を踏まえ、
① 電気通信事業の適正かつ合理的な運営の確保
② 電気通信事業者間の公正な競争の確保
の観点から、電気通信事業者が債権保全措置を講じる際の指針として債権保全ガイドラインを策定（06年12月）。その後、ガイドライン
を踏まえて申請のあった、ＮＴＴ東西の接続約款の変更を認可（07年５月）。

✔ 預託金の預入れ等の要否を判断するに当たって考
慮すべき事項
・過去の支払実績、信用評価機関による評価、財務
状況などの客観的指標を例示

✔ 預託金等の水準
・債権の保全に必要かつ最小限のものとすべきと規
定

✔ 債権保全措置を要する場合
・過去１年以内に支払遅延があるとき
・直近の決算において債務超過であるとき

・信用評価機関の評価がＮＴＴ東西が定める基準以下であると
き 等

✔ 債権保全措置の水準
・未払いから協定解除までに発生し得る損失額（４か月分の網
使用料など）

ガイドラインの内容 ＮＴＴ東西の接続約款の変更内容

■ 経営破綻した事業者と接続していた事業者が接続料等の債権を回収できなくなる事案が発生。
■ このような事案については、債権保全措置（預託金の預入れや債務保証）を講じることにより、損失の回避が可能。
■ しかし、預託金等の水準如何によっては、新規参入阻害や競争阻害の要因となることが懸念。

（参考） ０７年５月 情報通信審議会答申における要望事項

■総務省においては、ＮＴＴ東西による債権保全措置の運用が適正に行われるよう、当該措置の運用状況について、運用開始後２

年間、定期的（四半期ごと）にＮＴＴ東西より報告を受け、その検証を行い、必要な場合には適切な措置を講じること。また、当該期

間が経過した時点において、引き続き検証を行うことの必要性の有無について改めて検討を行うこと。
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９ ｅ－ネットキャラバン、安心ネットづくり促進協議会の取組

■ 電気通信サービス利用者懇談会 提言の要旨

電気通信事業者等及び関係省庁は、利用者への啓発活動の質的・面的拡大の方策を検討すること。
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